
一般会計歳出決算額4,818億円、歳入決算額4,903億円

人件費 1,500億円（31.1％） 地方交付税 1,895億円（38.6％）

公債費 　777億円（16.1％） （臨財債含む）

社会保障関係費 　664億円（13.8％） 国庫支出金 　650億円（13.3％）

その他 　308億円（6.4％） 地方譲与税等 　249億円（5.1％）

 (税関係交付金など) 県税 1,078億円（22.0％）

普通建設事業 　727億円（15.1％） 地方消費税清算金 　260億円（5.3％）

その他   842億円（17.5％） 県債（臨財債除く） 　272億円（5.6％）

（補助費など） その他 (使用料など) 　503億円（10.2％）

総務部長　野村 政樹主担当部局(長)名

重
点
課
題

取
組

業務執行体制の見直し等により、定員適正化を着
実に実施しました。

平成27年4月1日における人口千人あたりの一般
行政部門職員数は、東京都及び政令市を持つ府
県を除く31県のうち、少ない方から6番目でした。
教育部門から一般行政部門への組織改編によ
り、順位が下がりました。

成
果

Ⅷ　人材・組織マネジメントと
   財政マネジメント

目
指
す
姿

「地域の自立を図り、くらしやすい奈良を
創る」政策の実現のため、あらゆる経営資
源を活用するとともに、マネジメントの考え
方を全面的に展開します。

目
標

取
組

写　　真

効率的な行政運営を図るため、人口千人あたり
の職員数を、全国で少ない方から５位程度を維持
します（東京都及び政令市を持つ府県を除く）

持続可能な財政運営に向け、交付税措置のない
県債残高の県税収入に対する割合を、平成25年
度6月補正予算後の数値（4倍）を超えないように
します。

県税の徴収強化や事業見直しの徹底、起債発行
の際に交付税措置のある有利な地方債の発行等
に努めた結果、交付税措置のない県債残高の県
税収入に対する割合は平成26年度決算ベースで
3.8倍と、4倍を超えませんでした。

成
果

目
標

１．政策課題の進捗状況

県税の徴収強化や事業見直しの徹底等を図りま
した。

２．現状分析

・「地域の自立を図り、くらしやすい奈良を創る」政策を実現するため、「奈良県行政経営マネジメントプログラム

（H26～H28）」に基づき、施策を展開しました。
・地方税滞納整理本部会議を開催（H26年6月、H27年2月）し、地方税の税収確保を図るための取組を実施しま
した。

これまでの成果

「義務的等支出が約7割を占める歳出構造」、「歳入の約6割を、地方交付税(臨時財政対策債含む)や国庫
支出金等の国からの収入に依存」など、予断を許さない財政状況です。

平成26年度決算の状況

歳 出

義務的等
支出

67.4％

歳 入
国からの収入

（地方交付税の
振替である臨
財債を含む）

57.0％

※表示単位未満で表示
しているため、数値の計
と合計が一致しない場
合がある。
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県税をはじめとする自
主財源の確保

従来から実施している未申告法人の実態調査等の法人調査を継続して行うとともに、新
たに住基ネットを活用し、迅速・的確な課税情報の捕捉を行いました。また、課税事務の
一部を外部委託化することにより、一層の税務調査体制の充実を図りました。

優先的に取り組む課題を示すなど、課題の
解決に向けた行政評価の充実

統計を活用し、Ｐ（計画）Ｄ（実行）Ｃ（評価）Ａ（改善）を予算
編成や事業執行に反映させるマネジメントサイクルの推進
を図ります。

見直した課題 見直した取組方針、見直した内容

５．平成２６年度評価において見直しを行った課題、取り組み

課税対象拡大のための調査、市町村と連携した協働徴収
体制の充実、課税・徴収事務の一元化を行います。

「奈良県行政経営マネジメントプログラム（Ｈ
26～Ｈ28）」の推進

平成28年度に向けた課題

財源的に有利な地方債の活用

県税をはじめとする自主財源の確保

ファシリティマネジメント（ＦＭ）の推進

交付税措置がある地方債の活用、資金調達の多様化を進
めます。

県税の徴収強化をしました。

成
果

３．施策課題の進捗状況

▶エリアマネジメント、人材組織マネジメント、財政マネジメント、ファシリティマネジメント、アセット
マネジメントに対する取組を着実に実行します。
▶広報力の強化、アンケート等による県民意見の分析と反映などにより、公表と対話を進めます。

県民アンケート調査の有効回答数は、平成20年度
に調査を開始して以降、毎年ほぼ2,700件前後（有
効回答率50％半ば）で推移しており、県民のくらし
と行政に対する関心は高くなっています。また、県
民の暮らしに対する満足度は上昇傾向にありま
す。

成
果

４．平成２８年度に向けた課題の明確化及び明確化された課題に対する今後の取組方針

今後の取組方針

戦略目標

市町村との連携による個人県民税の協働徴収の
実施や差押を中心とした早期かつ厳正な滞納処
分の推進等により、個人県民税等主要な税目に
おいて、前年度と比較して県税徴収率が向上しま
した。

取
組

県民アンケート調査を実施しました。

取
組

新たな県民ニーズに対応できる情報収集
力、分析力、政策形成能力の向上

引き続き県民アンケート調査を毎年実施し、県民ニーズの
的確な把握に努めるとともに、分析評価結果を施策に反
映します。また、県職員等の統計リテラシー向上を図ること
により、分析等の能力を高めます。

マネジメントの考え方を全面的に展開することを基本方針
とする「奈良県行政経営マネジメントプログラム（H26～
H28）」に掲げる取組項目を着実に実行します。

県有施設の再配置計画の推進

・ファシリティマネジメントの本格導入に伴い、全庁的視点
で県有資産のあり方を検討するとともに、県有資産の総合
的な方針である公共施設等総合管理計画を策定し、さら
なる有効活用等を推進します。
・県有資産について、市町村のまちづくりの拠点として活
用するとともに、国・県・市町村が連携して資産の最適利
用を推進します。
・売却等が円滑に進められるよう、境界確定をはじめ、整
理に向けた準備を実施します。

北部、中部地域庁舎系施設再配置計画の実施により、
低・未利用となった既存施設の有効活用、売却等の推進
を図り、資産を効率的に運用します。
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